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１． 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 
 

(1) 対象地域 

構成市町村名  山県市 

面    積  221.98 km2 

人    口  25,786 人（令和４年３月 31 日現在） 

※山県市は平成 15年４月１日に高富町、伊自良村及び美山町の３町村の合併により現市域

となっている。このうち旧美山町地域は『過疎地域自立促進特別措置法』第２条第１項

に規定された過疎地域であると共に『豪雪地帯対策特別措置法』第２条１項に規定する

豪雪地帯である。また、旧美山町の一部地域は『山村振興法』第２条に規定する山村で

ある。 
 

(2) 計画期間 

本計画は、令和５年４月１日から令和 10 年３月 31 日までの５年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すもの

とする。 

 

(3) 基本的な方向 

山県地域は、県都岐阜市の北部に隣接し、緑豊かな森林、美しい清流など自然環境に恵まれ

た地域と、住宅や産業基盤が集積した都市の活力を有する地域とを併せ持っている。 

産業としては、水栓バルブ部品、衣料品、食料品及びプラスチック製品などの製造業が盛ん

であり、流通・販売段階での簡易包装の推進や販売した商品の自主回収の促進を図っていく。 

生活系ごみに関しては、ごみの分別収集、処理手数料を付加した指定袋制の採用、コンポス

ト容器・生ごみ処理機・枝葉粉砕機設の助成による有機性廃棄物の排出抑制、集団回収による

古紙等の資源化により、ごみの排出抑制、減量化、リサイクル対策を図ってきた。今後は、ラ

イフススタイルの見直しによるさらなる排出抑制を促進し、集団回収等によるリサイクルの推

進を始めとする資源循環型社会の構築を推進する。 

また、生活排水については、生活排水を適正に処理することが重要であり、市民の水質保全

意識の高揚を図るとともに水質浄化実践活動等地域住民の自覚と協力の下に官民一体となった

生活排水処理対策を推進し、水質の維持改善と、自然環境の保全を図り、清流を守り続けるも

のとする。特に、集落の形態をなしていない分散している家屋については合併処理浄化槽によ

る処理を進めるとともに、非水洗化、単独浄化槽を設置している住宅においても、個別の状況

を勘案しつつ、合併処理浄化槽への転換の指導等を推進する。 
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２． 循環型社会形成推進のための現状と目標 
 

(1) 生活排水の処理の現状 

令和３年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図 1のとおりである。 

 

 
図 1 生活排水の処理状況フロー（令和３年度） 

 

(2) 生活排水の処理の目標 

生活排水処理については、表 1 に掲げる目標のとおり、下水道等の整備区域外においては、

合併処理浄化槽の整備等を進めていくものとする。 

 

表 1 生活排水処理に関する現状と目標 
 

 
 

5,085人 (19.7％)

15,535人 (60.2％) 5,842人 (22.7％)

総人口 浄化槽汚泥発生量

25,786人 4,608人 (17.9％) 15,177kℓ/年

6,759人 (26.2％)

10,251人 (39.8％)

し尿発生量

3,492人 (13.5％) 1,448kℓ/年

※汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

公共下水道

集落排水施設等汚水衛生処理人口

合併処理浄化槽等

単独処理浄化槽

非水洗化人口

未処理人口

公共下水道 5,085人 (19.7％) 6,619人 (27.8％)

農業集落排水施設等 5,842人 (22.7％) 5,645人 (23.7％)

合併処理浄化槽等 4,608人 (17.9％) 4,102人 (17.3％)

未処理人口 10,251人 (39.8％) 7,407人 (31.2％)

合　計 25,786人 23,773人

汲み取りし尿量 1,448kℓ 1,046kℓ

浄化槽汚泥量 15,177kℓ 12,473kℓ

合　計 16,625kℓ 13,519kℓ

処

理

形

態
別

人

口

　
泥
の
量

し
尿
・
汚

令和３年度実績 令和10年度目標
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図 2 目標達成時の生活排水の処理状況フロー（令和 10 年度） 

 

３． 施策の内容 

(1) 発生抑制、再使用の推進 

生活排水対策 

生活排水の河川に及ぼす影響を理解し、負荷の少ない排水方法を習慣化するため、啓発活

動を実施し、普及に努める。 

・広報啓発活動の充実 

・油汚れの拭き取りの推進、水切り袋や三角コーナー活用の促進 等 

 

(2) 処理体制 

生活排水処理の現状と今後 

中心部の都市化された地域及び都市化が見込まれる地域の生活排水については、下水道施

設により処理することとし、普及・拡大に向けた整備を早急に行っていく。また、農業振興

地域では、農業集落排水施設などにより処理し、農業集落排水施設にて整備された本管に面

していない土地及び集落の形態をなしていない分散している家屋については、各戸による合

併処理浄化槽により処理することとし、地域の状況に応じた適切な処理の推進を行う。 

表 2 

(3) 処理施設等の整備 

合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表のとおり行う。 

 

 

 

 
 

6,619人 (27.8％)

16,366人 (68.8％) 5,645人 (23.7％)

総人口 浄化槽汚泥発生量

23,773人 4,102人 (17.3％) 12,473kℓ/年

4,617人 (19.4％)

7,407人 (31.1％)

し尿発生量

2,790人 (11.7％) 1,046kℓ/年

単独処理浄化槽

公共下水道

未処理人口

非水洗化人口

合併処理浄化槽等

汚水衛生処理人口 集落排水施設等



- 4 - 

表 2 合併処理浄化槽への整備計画 

事 業 
直近の整備済 
基数(基) 

（令和３年度） 

整備計画 
基数 
(基) 

整備計画 
人口 
(人) 

事業期間 国土強靭化  

浄化槽設置整備事業 1,799 165 978 Ｒ5～Ｒ9 

山県市国 

土強靱化 

地域計画  
 
 

４． 計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

山県市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、

岐阜県及び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画

の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとす

る。 
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様式１ 

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画 総括表１ 

１ 地域の概要 
 

 
 
 

２ 生活排水処理の現状と目標 
 

 
 

３ 浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定 
 

 
 

(1)地域名  山県市 (2)地域内人口 25,786人 (3)地域面積  221.984㎞2

(4)構成市町村等名  山県市 (5)地域の要件

 組合を構成する市町村：－ 設立(予定)年月日：　　年　　月　　日設立、認可予定

 設立されていない場合、今後の見通し：－

人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪　山村　半島　過疎　その他

(6)構成市町村に一部事務組合等が
   含まれる場合、当該組合の状況

目　標

 指標・単位 年 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和10年度

総　人　口 26,454 26,171 25,780 25,291 25,786 集計中 23,773 

公 共 下 水 道 汚水衛生処理人口 4,279 4,461 4,555 4,749 5,085 6,619 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 (16.2％) (17.0％) (17.7％) (18.8％) (19.7％) (27.8％)

集 落 排 水 施 設 等 汚水衛生処理人口 5,917 5,880 5,807 5,660 5,842 5,645 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 (22.4％) (22.5％) (22.5％) (22.4％) (22.7％) (23.7％)

合併処理浄化槽等 汚水衛生処理人口 4,631 4,584 4,516 4,494 4,608 4,102 

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率 (17.5％) (17.5％) (17.5％) (17.8％) (17.9％) (17.3％)

未 処 理 人 口 汚水衛生未処理人口 11,627 11,246 10,902 10,388 10,251 集計中 7,407 

過去の状況・現状

集計中

集計中

集計中

基　数 処理人口 開始年月 基　数 処理人口 目標年次

浄化槽設置整備事業 山県市 1,799基 4,608人 Ｒ４ 165基 978人 Ｒ９

備　　考事業主体施 設 種 別
整備予定基数の内容現有施設の内容

-
 
1
2
 
- 

H16 
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様 式 ２

単位 開始 終了
令和

5年度
令和

6年度
令和

7年度
令和

8年度
令和

9年度
令和

5年度
令和

6年度
令和

7年度
令和

8年度
令和

9年度

75,750 15,150 15,150 15,150 15,150 15,150 75,750 15,150 15,150 15,150 15,150 15,150

2 山県市 165 基 R5 R9 75,750 15,150 15,150 15,150 15,150 15,150 75,750 15,150 15,150 15,150 15,150 15,150

75,750 15,150 15,150 15,150 15,150 15,150 75,750 15,150 15,150 15,150 15,150 15,150

浄化槽設置整備事業

合     　　計

○浄化槽に関する事業

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事　業　種　別 事業
番号
※１

事業主体
名　　　称

※２

規　模
事業期間

※５
総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備　　考

事　業　名　称



- 7 - 

【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名 岐阜県   ・ 

 

(1) 事業主体名 山県市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 

生活排水による河川の水質汚濁を防止し、生活環境の保全及び公衆衛

生の向上に寄与する。 

浄化槽の計画的な整備を図るため、その設置又は改築を行う者に対

し、要する費用を助成する。 
(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間）
※生活排水処理基本計画をもって地域計

画に代える場合に括弧書きで記載。 

令和５年度 ～ 令和９年度 

(5) 事業対象地域の要件 人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費    75,750 千円 
うち  （以下の事業を実施する場合） 
・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費 
                            0 千円 
・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費    0 千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（   人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5 人槽 80 基（   400 人分） 32,160 32,160 32,160 

6～ 7 人槽 75 基（   488 人分） 36,750 36,750 36,750 

8～10 人槽 10 基（    90 人分） 6,840 6,840 6,840 

11～20 人槽 基（       人分）    

21～30 人槽 基（       人分）    

31～50 人槽 基（       人分）    

51 人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 基    

撤去費 基    

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
165 基（  978 人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 

75,750 75,750 75,750 
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 【公共浄化槽等整備推進事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（      人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5 人槽 基（       人分）    

6～ 7 人槽 基（       人分）    

8～10 人槽 基（       人分）    

11～15 人槽 基（       人分）    

16～20 人槽 基（       人分）    

21～25 人槽 基（       人分）    

26～30 人槽 基（       人分）    

31～40 人槽 基（       人分）    

41～50 人槽 基（       人分）    

51 人槽以上 基（       人分）    

共同浄化槽 
 

人槽 基（       戸数） 
 

   

宅内配管費 基    

撤去費 基    

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

事務費 
 
 

   

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

調査費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
基（       人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 
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（添付資料１）トレンドグラフ 

 

 
図 1-1 処理形態別人口 

 

  

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

平成

29年度

平成

30年度

平成

元年度

令和

２年度

令和

３年度

令和

４年度

令和

５年度

令和

６年度

令和

７年度

令和

８年度

令和

９年度

令和

10年度

公共下水道 集落排水施設等 合併処理浄化槽等 未処理人口

(人) 実績 見通し
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（添付資料２）浄化槽整備区域図 
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（添付資料３）国土強靭化地域計画 

 

■ 山県市国土強靱化地域計画（令和３年１月策定） 

（上下水道施設などの耐震・老朽化対策の推進） 

・避難所などの重要給水施設の敷設管路の耐震化を計画的・集中的に実施する。 

・水道施設について、施設と管路の耐震化・老朽化対策を推進する。 

・公共下水道施設について、老朽化対策、不明水対策を推進する。 

・農業集落排水施設について、耐震化、老朽化対策、不明水対策を推進する。 
 

（下水道における業務継続体制の整備） 

・大規模地震発生後に必要な業務を的確に行うため、改定された下水道ＢＣＰ策定マニュアルな

どを踏まえ、下水道ＢＣＰのブラッシュアップを図る。 

・下水道事業の長期継続体制のため、汚水処理最適化計画、経営戦略の整備を行い、公共下水道

と農業集落排水の統合を検討する。 

・公共下水道施設への接続増による汚水量の増加を見据え、浄化センターの増設を計画・実施す

る。 
 

（合併浄化槽への転換促進） 

・下水道未供用区域においては、老朽化した単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換を引き

続き推進する。 
 

（災害廃棄物対策の推進） 

・災害廃棄物の迅速な処理を行うため、災害発生直後の速やかな仮置場の設営及び管理、県及び

近隣市町などとの連絡調整や連携・応援体制を含んだ災害廃棄物処理計画の整備を図る。 

・一般廃棄物処理施設（クリーンセンター）の基幹改良事業に向けて長寿命化総合計画を樹立す

る。 
 

（有害物質対策の検討） 

・アスベストや化学物質などの有害物質の飛散・流出対策については、大規模災害発生時に迅速

な対応をするための課題を県と共有し整理・検討する。 
 

（河川に流出したごみなどの処理） 

・災害発生時に流出したごみを適正に処分するため、河川管理者と一体となった河川環境の保全

を図る。 

 


